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基 本 理 念 （「牧之原市環境基本条例」第３条より） 
 環境の保全及び創造は、市民が健康で文化的な生活を営む上で必要となる恵み豊かな自然

環境を保全するとともに､その環境が将来に渡って享受できるように適切に行われなけれ

ばならない｡ 

 環境の保全及び創造は、すべての者が、環境への負荷の少ない持続可能な社会を構築す

ることの重要性と責務を認識し､それぞれの公平な役割分担の下で自主的かつ積極的に

行われなければならない｡ 

 環境の保全及び創造は、郷土の多様な風土と文化を継承しつつ､人と自然との健全な共生

が確保されるように推進されなければならない｡ 

 環境の保全及び創造は、地域の環境が地球環境と密接に関わっていることを認識し､地球

環境の保全に資するため､すべての日常生活及び事業活動において行われなければならな

い｡ 

環 境 方 針 
 

１ 環境に配慮した意識の高揚と普及 

職員は環境に配慮した意識を持ち業務を実施します。また、市民・事業者等にも

同様の認識を持っていただくため、環境に関する情報の提供や環境配慮の意識を

持てるような事業を展開します。 

２ エコオフィス活動の推進 

職員は、「発生抑制」「排出抑制」「再利用」「再生利用」の認識を持ち、ごみの減

量を推進するとともに、電気、燃料、水道などの使用量の削減量を常に把握でき

るよう「見える化」を進め、エコオフィス活動の推進に努めます。 

３ 環境教育の実施 

市民・事業者等に、環境配慮の意識を高め活動を進めてもらうため、市役所内の

各部署が連携して環境に関する学習会を開催します。 

４ 定期的な改善 

環境目標の達成に向け、具体的な取り組みを定めて実践するとともに、その内容

を定期的に見直し、継続的な取り組みを推進します。 

５ 運営体制 

エコアクション 21 の取り組みを市役所の外に広げるため、各部がそれぞれの業

務における責任と役割を認識し、環境配慮に関する方針を定め、自主的な取り組

みを推進します。 

６ 法規制の遵守 

環境に関連する各種法令規制を確認し､継続的な環境保全の遵守に努めます。 
 

この環境方針は､職員全員に周知するとともに、市民・事業者等に周知します。 

 

平成 22 年４月 15 日 

牧之原市長 
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１ 牧之原市の概況 

１ 位置・地勢 

本市は静岡県の中西部に位置し､東を駿河湾に､南､西､北の三方を御前崎市､菊川市､島田市､

吉田町と接しています｡市域は東西に10.9㎞､南北に20.3㎞､面積は111.68 ㎢です｡ 

大茶園の広がる牧之原台地を背にして萩間川､勝間田川､坂口谷川などの二級河川が駿河

湾に注いでおり､下流域の平野部に中心市街地が形成されています｡また､本市は14.7kmに及

ぶ風光明媚な海岸線を有し､静波海水浴場や相良サンビーチには､年間 80 万人近くの海水浴

客が訪れる県下有数の海水浴場になっています｡ 

交通面では､市の北部に東名高速道路の相良牧之原 IC が開設され､海岸沿いの国道 150 号

や南北を結ぶ国道473号などが市内外との主要なアクセス道路となっています｡また､平成21

年６月４日には富士山静岡空港が開港しています｡ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 人口・世帯 

平成 26 年３月末現在で、人口は 48,097 人、世帯数は 16,134 世帯となっています。人口

が平成７年を境に減少傾向にある一方で、世帯数は核家族化の進行により増加しています。 

平成 22 年の国勢調査

による年齢階層別構成比

は、年少人口 13.7％、生

産年齢人口 62.5％、老年

人口 23.8％であり、近年

の推移をみると、年少人

口と生産年齢人口が減少

し、老年人口が増加して

います。とりわけ年少人

口の減少が著しく、少

子・高齢化が進行してい

ます。 

 

国道 
473 号 

国道 
150 号 

富士山静岡空港 

御前崎港 

相良牧之原 IC 
吉田 IC 

（出典 牧之原市統計書） 
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３ 気象 

気温は８月が最も高く､冬場でも氷点下にならないため温暖な気候といえます。また平均

気温は年々上昇しています｡ 

また、年間の日照時間が年間 2,100 時間以上と全国上位を誇っています。 

 

４ 土地利用 

本市の総面積 111.5 ㎢（※）のうち、農用地と森林がそれぞれおよそ 1/3 ずつを占めていま
す。次に多いのが宅地であり 11.1%を占めています。農用地は約 3/4 が茶畑などの畑に、約
1/4 が田として利用されています。 

土地の利用区分ごとの面積推計(平成17年度) 

区 分 面積（km2） 

農用地 37.99 

森 林 34.94 

原 野 0 

水面・河川・水路 3.06 

道 路 8.00 

宅 地 12.42 

その他 15.09 

合 計 111.50 

（出典 第一次国土利用計画牧之原市計画） 

 

※ 現在は 111.68 ㎢（平成 24年度全国市区町村別面積調べより） 

利用区分ごとの面積推計（平成17年度）

その他
13.5%

宅　地
11.1%

森　林
31.3%

農用地
34.1%

道路
7.2%

原　野
0.0%

水面・河川・
水路
2.7%
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５ 産業 

穏やかな気候と自然の恵みを活かし、古くから農業、漁業が盛んでしたが、近年は大手企

業の工場が多数立地されるなど、商工業の比重が急速に増大してきました。さらに、東名高

速道路インターチェンジ、御前崎港、富士山静岡空港などが市域内に整備され、陸海空の交

通の要衝として、物流や産業面で大きなポテンシャルを有する地域となっています。 

平成 22年の国勢調査による産業別就業者数の構成比は、第一次産業が 14％、第二次産業が

40％、第三次産業が 45％であり、平成２年から平成 22年までの就業者数は、第三次産業が増

加している一方で、第一次産業就業者が減少の傾向にあります。 

産業大分類別では製造業に従事する方が最も多く、サービス業、卸・小売業、農業、建設

業の順番になっています。 

0 10,000 20,000 30,000 40,000

平成22年度

平成17年度

平成12年度

平成７年度

平成２年度

第一次産業 第二次産業 第三次産業 分類不能

 

 

６ 市の代表者・環境管理責任者 

代 表 者 責 任 者 

市 長  西 原 茂 樹 副市長  杉 本 基久雄 

７ 環境担当課 

〒421-0592 静岡県牧之原市相良 275 番地（相良庁舎） 

市民生活部 環境課（相良庁舎）  電話 0548-53-2609   FAX 0548-53-2889 

８ 事業活動の内容 

行政（市役所で実施している事務・事業） 

一般行政事務、幼稚園・保育園業務、学校業務、消防業務 ほか 

 就業者数の推移（出典 国勢調査） 

（就業者数） 
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９ 事 業 の 規 模 

平成 26 年度当初予算額 職 員 数（平成 26 年４月１日現在） 

一般会計 188 億８千万円  一般行政業務  411 人 
 嘱託職員    236 人 
 臨時職員     11 人 

 

10 エコアクション 21 認証取得の範囲 

【平成 19 年度取得時】 【平成 21 年度追加】 【平成 26 年度追加】 

○ 榛原庁舎 

○ 相良庁舎 

○ 榛原文化センター 

○ 総合健康福祉センター「さざんか」 

○ 相良総合センター「い～ら」 

○ 相良公民館 

○ 各保育園・幼稚園 

○ 各小・中学校、学校給食センター 

○ 相良消防本部 

 

11 環境マネジメントシステム実施体制 

 牧之原市長をトップとした環境マネジメントシステムを構築し、エコアクション 21

への取組みを実施しています。 

 

（平成 26年４月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども子育て課 
幼稚園保育園管理 

教育総務課 
小中学校管理 

◆ 各部署の取り組みを作成 
◆ 職員に対し取り組みを周知徹底 
◆ 実践 10 箇条の徹底 
◆ 地球温暖化防止計画及びエコア

クション 21 の実施状況の確認
と記録 

◆市役所全体の計画を実践 
◆各部署の計画を実践 職 員 

◆ システムの総責任者 
◆ 各部署へシステム運用を指示 
◆ システムの構築・実施・管理 
◆ 提出書類の精査・承認 

◆ 取組みの評価チェック 
◆ 環境管理責任者の補助 
◆ 提出書類の確認 

内部監査人 
教育長、調整監 環境管理責任者 

副市長 

部 長 、課 長 

◆ 環境方針の制定 
◆ 資源（人･予算･技術）の用意 
◆ システムの改善 
◆ 環境管理責任者の指名 

代 表 者 
市 長 

総 務 課 
職員管理 

管理情報課 
庁舎管理 

環 境 課 
◆ システム運用に関する 

事務管理 
◆ 全体計画の作成 

エコリーダー会議 
各部署エコリーダー 
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12 市役所組織図 （平成 26 年４月現在） 

市 長   副 市 長    総  務  部   総  務  課  （榛  原  庁  舎） 
管 理 情 報 課  （ 〃  ） 
防  災  課  （ 〃  ） 
危 機 管 理 課  （ 〃  ） 

 
政策協働部   秘 書 広 報 課  （榛  原  庁  舎） 

企  画  課  （ 〃  ） 
地 域 政 策 課  （ 〃  ） 
財  政  課  （ 〃  ） 

 
市民生活部   市  民  課  （榛 原 庁 舎） 

税  務  課  （ 〃  ） 
納  税  課  （ 〃  ） 
相 良 窓 口 課  （相 良 庁 舎） 
環  境  課  （ 〃  ） 

 
健康福祉部   社 会 福 祉 課  （榛原文化ｾﾝﾀｰ） 

高齢者福祉課  （榛 原 庁 舎） 
子ども子育て課  （さ ざ ん か） 
健 康 推 進 課  （ 〃  ） 

 
産業経済部   農  政  課  （相  良  庁  舎） 

お 茶 特 産 課  （ 〃  ） 
商 工 観 光 課  （ 〃  ） 

 
建 設 部   建 設 管 理 課  （相  良  庁  舎） 

建  設  課  （ 〃  ） 
都 市 計 画 課  （ 〃  ） 
水  道  課  （就業改善ｾﾝﾀｰ） 

 
 

教 育 長    教育文化部   教 育 総 務 課  （相  良  庁  舎） 
学 校 教 育 課  （ 〃  ） 
社 会 教 育 課  （ 〃  ） 

 
 

会  計    会計管理者   会  計  課  （榛  原  庁  舎） 
 

         
消防本部    消 防 長   消 防 総 務 課  (相良消防本部) 
                 予  防  課  ( 〃  ) 
                通 信 指 令 課  ( 〃  ) 
                相 良 消 防 署  ( 〃  ) 

 
 

議  会    議会事務局            （相  良  庁  舎） 
 
 

監査委員    監査委員事務局            （榛  原  庁  舎） 

※消防本部は、平成 26 年４月からエコアクション 21 認証登録の対象範囲とする。 

※ 
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13 施設の概要 

【 庁舎ほか 】 

施  設  名 所 在 地 備 考 

榛原庁舎 静波 447 番地１  

相良庁舎 相良 275 番地 保健センター、図書館併設 

就業改善センター 静波 447 番地１  

総合健康福祉センター「さざんか」 静波 991 番地１  

相良総合センター「い～ら」 須々木 140 番地  

榛原文化センター 静波 1024 番地３ 図書館併設 

相良公民館 須々木 854 番地 10  

学校給食センター 波津 1642 番地  

相良消防本部 波津 191 番地 1  
 

【 幼稚園・保育園 】    【 小・中学校 】 

園  名 所 在 地  学 校 名 所 在 地 

相良幼稚園 相良 249 番地２  相良小学校 波津 1642 番地 

地頭方幼稚園 地頭方 281 番地  片浜小学校 片浜 1210 番地 

菅山保育園 菅ケ谷 3621 番地２  菅山小学校 西山寺６番地１ 

萩間保育園 西萩間 889 番地  萩間小学校 黒子 75 番地 

地頭方保育園 地頭方１丁目 33番地  地頭方小学校 地頭方 981 番地 

牧之原保育園 東萩間 1987 番地 50  牧之原小学校 東萩間 2082 番地 13 

細江保育園 細江 2783 番地１  川崎小学校 静波 1001 番地１ 

勝間田保育園 勝間 567 番地３  細江小学校 細江 1260 番地 

坂部保育園 坂部 468 番地１  勝間田小学校 勝間 588 番地３ 

※平成 26 年度から、あおぞら保育園が指定管理

施設となるため、エコアクションについては、独

自での推進とし、市の対象範囲からは外します。 

 坂部小学校 坂部 468 番地１ 

 相良中学校 相良 283 番地 

 榛原中学校 仁田 100 番地１ 

 牧之原中学校 東萩間 2079 番地９ 

 



9 

14 牧之原市環境関連条例・計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京 都 議 定 書 
平成 17 年２月発効 

 

 
地球温暖化対策推進法 

平成 18 年６月改定 
京都議定書目標達成計画 

平成 20 年３月改定 

 ストップ温暖化静岡行動計画 

平成 18 年３月 

牧之原市環境基本計画 

平成 21 年３月 

 

 

牧之原市第一次総合計画 

平成 18 年 10 月 

 

牧之原市環境基本条例 

平成 20 年４月 

 

地球温暖化防止実行計画    平成23年３月改訂 

エコアクション 21 認証取得  平成 19 年７月 

牧之原市役所の率先行動計画 
省エネ 

地域新エネルギービジョン    平成 21 年２月 

地域新エネルギー詳細ビジョン  平成 22 年２月 

バイオマスタウン構想      平成 22 年３月 

牧之原市全体の計画 
新エネ 

平成 24 年度 見直し実施 

エネルギータウン構想 

      平成 25 年 7月 
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２ 牧之原市の環境及び環境政策の成果 
 牧之原市では、平成21年に牧之原市環境基本計画を策定し、エコアクション21を用いて効

率的に取り組んでいます。これにより市役所内部だけでなく、市民を巻き込んで市全体での

環境負荷の削減を目指しています。 

１ 環境基本計画の目標(体系図） 

 

 

 

 上記のように、大きく５つの分野に分け「うみ・そら・みどりと共生するまち」を目指し
て、事業を展開しています。平成 28 年度を目標にそれぞれの分野に各指標が設定してあり、
達成状況を確認しています。 

 

３．景観･歴史的文化的
    環境の保全と創造

２．適正なごみ処理の推進と
  　ごみ削減意識の向上

３．耳から感じる
　　ふるさとの音色を響かせよう

２．深呼吸できる香り発つまちづくり

１．優れた自然環境の保全

２．生物の多様性の確保

１．花と緑のまちづくり

１．４Ｒの推進

３．不法投棄の防止

４．次世代につなぐきれいな水と土

５．安全､安心､清潔な暮らし

４．水循環利用と節水の推進

～コミュニティが支えるオラんまち～

拡げよう“クリーン＆グリー
ン”

２．地域ネットワークづくりの推進

想いをつなぎ育てるふるさとづ
くり～幸せ生活実現のために～

里山、里海、そして人をつなぐ
まちづくり
～ふるさとの自然をみんなで考えよう
～

低炭素社会への取り組み
～うみ・そら・みどりのために～

１．ひとづくりの推進

１．新エネルギー導入の推進

２．省エネルギー対策の推進

全員参加で４Ｒを積極推進し､も
のを大事にする心を育むまち
～牧之原市民はもったいないことはしませ
ん～

う
み
・
そ
ら
・
み
ど
り
と
共
生
す
る
ま
ち

基 本 目 標 個 別 目 標 
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２ 自然環境 

【 自然環境分野における環境指標達成状況 】 

指 標 平成24年度 平成25年度 
目 標 

（平成28年度） 

清掃活動の実施回数 40回実施 53回実施 20回実施 

自然体験学習の実施 56回実施 67回実施 年間８回実施 

希少動植物の生息・生育 

の実態調査 
調査未実施 調査未実施 市内全域調査の完了 

景観行政団体への移行 
平成21年11月１日 

に移行 
移行完了 

景観行政団体への移行 

（平成21年度） 

 この分野は、里山や海、人をつなぐまちづくりを目標に、自然環境団体などの市民団体の

活動を支援していくとともに、自然、景観、歴史的文化的な側面を考慮しながら環境を保全
していくことが目的としています。目標の達成に向け、更なる努力が必要だと考えられます。 

(１) 自然公園 

本市は、駿河湾に面した長い海岸線や緑の丘陵など変化に富んだ美しい自然景観に恵まれ、

県立自然公園として 185.0ha の地域が指定されています。ここでは優れた自然や風景地を保

護するため、建物の建築や広告物の設置、車両などの乗り入れ、木竹の伐採などの行為を規

制しています。 
 

県立自然公園指定区域 

相良海岸、片浜海岸、榛原海岸、不動山、勝間田公園、榛原公園など 

面積 185.0ha（第２種特別地域 83.2ha、第３種特別地域 64.8ha、普通地域 37.0ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲相良海岸からの初日の出 
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(２) 森 林 

市内の森林の大部分は､牧之原台地の裾斜面や台地から派生する起伏のある丘陵部に分布

しています｡台地や丘陵の平坦部は大半が茶畑などに開墾されており､平坦部の森林は点在

する寺社の境内林以外にはあまりみられません｡森林面積は約3,500haと市域全体の約３割

を占めていますが、開発や開墾により年々減少してきています。 

森林の植生は､古くから農耕などの人為の影響を受けていることから､現在では自然植生

はほとんどみられません｡気候的には温暖の常緑広葉樹林帯に属し､シイ･タブ林などの分布

が想定される地域ですが、比較的樹林を残している台地斜面は、スギ･ヒノキなどの人工林

が大きな割合を占めています｡ 

人工林以外では薪炭林として成立したクヌギ･コナラ林のほか､自然植生への遷移過程に

あるシイ･カシ林が見られます｡ 

海岸沿いにはマツ林が帯状に分布し､飛砂防備､防潮､防風機能を果たしています｡南部海

岸線の丘陵面の一部には､御前崎から続く海岸植生林が見られます｡ 

(３) 河川・水辺 

市内には11の二級河川と60の準用河川が流れており､その総延長は124,285ｍとなってい

ます｡ 

市の主な河川である萩間川､勝間田川､坂口谷川は､牧之原台地を源として駿河湾に流下して

おり､他の小河川はこれに合流するか､あるいは直接海へと注いでいます｡ 

流域には沖積平野が形成され､中流域を中心に水田が広がり､上流域には､ため池や谷津田

が点在しています｡ 

主な川魚はボラ､ウグイ､ハヤ､ハゼなどですが､コンクリート護岸の増加や水質の悪化な

どによって､アユ､フナ､ウナギなどは数が減少しています｡また､ため池､用水路､水田などの

水利構造の変化や消失､また家庭排水の河川への流入によって､メダカ､ドジョウ､ゲンゴロ

ウなどの水生生物の生息適地が著しく狭まっています｡ 
 

【 市内の河川 】 

二級河川 延長(ｍ)  準 用 河 川 

勝間田川 14,550  大 倉 川 時ヶ谷川 大 磯 川 勝 間 川 朝 生 川 

坂口谷川 10,570  沢 木 川 滝 の 川 部ヶ谷川 本 谷 川 大 溝 川 

萩 間 川 10,250  柳 田 川 倉 沢 川 土 沢 川 中 島 川 南ノ谷川 

菅ヶ谷川 6,220  楠見沢川 雨 龍 川 久井戸川 西 村 川 沢 垂 川 

三 栗 川 5,400  穴  川 堀 切 川 寺  川 地獄沢川 白 羽 川 

白 井 川 2,840  蔵  川 御相談川 地 代 川 鳴 沢 川 谷 田 川 

朝 生 川 2,750  新 溝 川 白 井 川 東 沢 川 沢  川 万 代 川 

新 溝 川 1,200  藤 沢 川 是長谷川 高根沢川 権 九 川 辻  川 

須々木川 850  境  川 ラムネ川 法 京 川 新 戸 川 千頭ヶ谷川 

部ヶ谷川 550  荒  川 須々木川 中 条 川 橋 柄 川 毛ヶ谷川 

東 沢 川 500  蛭ヶ谷川 甚太郎川 新  川 山 田 川 水ヶ谷川 

   天 の 川 大 沢 川 中  川 馬 込 川 高 尾 川 
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(４) 海 岸 

当地の白砂の海岸は天竜川や大井川から流れ出る土砂が海流により運ばれ形成されてい

ましたが､ダムや港の建設により土砂供給の減少や潮流の変化が生じ､海岸の侵食や砂利化

が進行しています｡ 

駿河湾では､地頭方､相良､坂井平田の３漁港を拠点とした沿岸漁業が行われ､シラス､サバ､

マダイ､ヒラメなどが水揚げされています｡また､港や防波堤などでは､キス､イシモチ､クロ

ダイなどが釣れ､磯ではタコ､サザエ､アワビなどの漁があります｡ 

地頭方･落居や大江･片浜の海底の岩礁には､ワカメ､アラメの海中林が形成されていまし

たが､磯焼け現象により絶滅が危惧される状況にあるため､再生への取り組みが行われてい

ます｡ 

市内の環境活動団体の１つで

ある「カメハメハ王国」では、

毎年上陸するアカウミガメが

産卵しやすい海岸にするため

「堆
たい

砂
さ

垣
かき

」を設置し､海岸の

砂浜を復元する取り組みを行

っています。 

 

(５) 希少動植物 

海､山の自然に恵まれた市域には､植物､鳥､魚､昆虫など数多くの種類の動植物の生態がみ

られますが､生息･生育地の環境劣化や繁殖適地の消失によって絶滅や減少が危惧されてい

る種が数多くあります｡また､オオクチバス､セイタカアワダチソウ､オオキンケイギク､ミシ

シッピーアカミミガメ（通称ミドリガメ）などの外来生物による生態系の攪乱
かくらん

が懸念されて

います｡ 

本市には､県指定の天然記念物が６件､市指定の天然記念物が10件あります｡ 
 

【 外来生物 】 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 
▲ミシシッピーアカミミガメ 

（通称：ミドリガメ） 

 

▲オオキンケイギク 
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▲相良庁舎から望む不動山と萩間川 

県指定の天然記念物（計6件） 

相良の根上りマツ、善明院のイスノキ・クロガネモチ合着樹、相良油田油井、 

天神山男神石灰岩、夫婦槇（掉月庵）、勝間田山のコバノミツバツツジ群生地 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 市指定の天然記念物（計10件） 

トキワガキ（随林寺）、シホウチク（大興寺）、相良城二の丸のマツ、 

ヨコグラノキ、成願寺のカヤノキ、最明寺のイスノキ、小仁田のカエデ、 

東光寺のフジ、円成寺のクスノキ、高尾山のトキワガキ 

 

(６) 景 観 

富士の霊峰を背景にした白砂青松の海

岸風景は当地の誇る絶景ポイントになっ

ています。また、牧之原台地の広大な大

茶園やそれを縁取るような樹林帯、里地

里山の風情を残す田園風景など、魅力あ

る空間がいまだ広範に存在しています。 

この美しい風景を残し守っていくため、

平成 21 年３月に「景観づくり市民会議」

より「牧之原市の景観形成の今後のあり

方を考える提言書」が提出されました。

本市では提言書を受け、景観行政団体へ

の移行についての手続きを開始した結果、平成 21 年 11 月１日に県内で 13 番目の景観行政

団体に移行しました。 

今後は、良好な景観形成のための景観計画を策定し、良好なまちづくりを推進することに

なります。 

▲相良の根上りマツ ▲勝間田山のコバノミツバツツジ群生地 



15 

(７) 歴史的文化的遺産 

当市は長い歴史を有し､縄文遺跡や弥生時代の集落跡が発掘されています｡平安時代の文

献には､現存する地名の郷村がいくつか登場するなど､当地には古くから広い範囲に集落が

形成されていたことがうかがえます｡ 

中世には勝間田氏､相良氏の地方豪族がそれぞれ本拠地を構えて盛衰の足跡を刻みました｡

近世では､江戸幕府の老中として権勢を誇った田沼意次五万七千石の城下町として街道や町

並みが整備され､往時の相良､川崎の両港(湊)は近郷一帯の海運の拠点として賑わいました｡

明治から昭和初期にかけては太平洋岸唯一の油田である相良油田の採掘事業が行われまし

た｡このような幾多の歴史が重ねられ､数多くの史跡や伝統文化が伝承されています。 

現在､本市には､国宝１件、国指定の文化財が３件､県指定の文化財が22件､市指定の文化財

が80件現存しています｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 資源循環 

【 資源循環分野における環境指標達成状況 】 

指 標 平成24年度 平成25年度 
目 標 

（平成28年度） 

市民１人１日当たりの 

ごみ発生量 
825ｇ 822ｇ 

771ｇ※ 

（平成23年度比10％削減） 

リサイクル率 30％ 31％ 30％※ 

資源集団回収量 1,082ｔ 957ｔ 2,100ｔ 

不法投棄の発生件数 55件 76件 
45件 

（平成19年度比30％削減） 

 ※ 牧之原市一般廃棄物処理基本計画による 

 

この分野では、不法投棄などを減らし貴重な資源が確実に循環される社会を目指していま

す。ごみの量は年々減少傾向にあり、リサイクル率も上がっています。しかし、不法投棄の

件数はまだまだ多い状況にあります。目標達成に向け、市民への PR などに努めていきます。 

▲天神山男神石灰岩 ▲大興寺の子生れ石 
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(１) ごみ処理の現状 

一般廃棄物処理量(集団資源回収を除く)の推移（過去５カ年）        （単位：ｔ） 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

牧 之 原 市 17,271 13,583 14,000 13,684 13,471 

 相良地区  8,592  6,275  6,837  6,698  6,583 

 榛原地区  8,679  7,308  7,163  6,986  6,888 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源集団回収 

957ｔ 

牧之原市のごみ 

収 集： 8,630ｔ 
搬 入： 4,841ｔ 

家庭系：10,414ｔ 
事業系： 3,057ｔ 

合計：13,471ｔ 

埋立ごみ 

31ｔ 

資源ごみ 

2,112ｔ 

 

可燃ごみ 

11,328ｔ 

焼却灰など 
埋立処分量 

76ｔ 

焼却量 

11,362ｔ 

リサイクルで
きない物の内

焼却分 

34ｔ 

中間処理後の 

リサイクル量 
2,078ｔ 

最 終 処 分 場 

 安定型処分場  31ｔ※ 

 管理型処分場  76ｔ 

合計：   107ｔ 

リサイクル量  4,449ｔ 

リサイクル率  30.8％ 

【参考】(H26.３.31 人口) 

 １人あたりのごみ排出量 

822ｇ/日 

前年全国平均 963ｇ/日 

 １人あたりの家庭ごみ排出量 

552ｇ/日 

 １ｔあたり処理費用：約 43,874 円 

 １人あたり処理費用：約 13,161 円 

平成 25 年度 牧之原市ごみ処理の流れ 

リサイクル 
できない物 

34ｔ 

焼却灰リサイクル 

1,414ｔ 

リサイクルできない
物の内埋立分 

0ｔ 

(この表の集計値は、外国人人口及び相良地区産廃(瓦など)を除く数値のため、「静岡県一般廃棄物処
理事業のまとめ」数値とは一致しない。) 

※このフロー内数値の安定型処分場数値には、産廃ガレキ 159ｔは含まない。 
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ごみの内訳

埋立ごみ
2,432t

14%

資源ごみ
2,693t

16%

可燃ごみ
12,146t

70%

① ごみ発生量 

ごみ発生量は年々減少傾向にあります。市民一人当たりのごみ発生量は、平成 25 年度

において、全国平均の 0.963kg/人･日を下回る 0.822kg/人･日でした。 

埋立ごみ
30ｔ
 0%

可燃ごみ
11,718ｔ

84%

資源ごみ
2,252ｔ
16%

 

 

ごみの内訳は右の図のとおりです。 

本市では、全体の約８割が「可燃ごみ」

で占められており、残りの２割が「資源

ごみ」と「埋立ごみ」になります。 

 

☆ 可燃ごみの約半分を占める紙ごみを削

減するため、牧之原市では雑紙（ざつが

み）減量大作戦を推進しています。 

 

② ごみ集積施設（ごみステーション）の設置状況 

現在、ごみの収集ポイントは、市内約 1,200 カ所に設定されていますが、収集ポイント

におけるごみの散乱の防止や環境美化のために、各自治会でごみ集積施設（ごみステーシ

ョン）の設置が進められています。 

市は設置する自治会に対して補助金を交付しています。 
 

年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

補助

基数 
14 基 10 基 ９基 ９基 ４基 

補助

総額 
1,362 千円 467 千円 450 千円 449 千円 200 千円 

 

(２) 広域施設組合 

① し尿及び浄化槽汚泥の処理 

市内で発生するし尿及び浄化槽汚泥は､相良地区のものが東遠広域施設組合において､

榛原地区のものが吉田町牧之原市広域施設組合において､それぞれ処理されています｡ 
 
【 し尿及び浄化槽汚泥処理量 】                 （単位：kℓ） 

年 度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

合 計 28,877 28,014 28,389 
 

（内訳） 相良地区 榛原地区 相良地区 榛原地区 相良地区 榛原地区 

 し尿 1,008 1,194 972 1,053 874 1,028 

 浄化槽汚泥 13,232 13,443 12,830 13,159 13,232 13,255 

 計 14,240 14,637 13,802 14,212 14,106 14,283 

 

ごみの内訳 

可燃ごみ 

み 

11,328t 
84% 

資源ごみ 
2,112ｔ 
16% 

埋立ごみ 
31t 
0% 
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② 廃棄物処理 

市内で発生する廃棄物及び資源物は､相良地区が牧之原市御前崎市広域施設組合において､

榛原地区は吉田町牧之原市広域施設組合において､それぞれ処理されています｡ 

 可  燃  物 資  源  物 

相良地区 環境保全センター（笠名） 

榛原地区 清掃センターさんあーる（細江） リサイクルセンター（坂部） 

 

 

 

 

 

 

 

 
▲清掃センターさんあーる ▲環境保全センター 
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(３) 不法投棄対策 

① 環境監視員の委嘱 

市では区･町内会ごとに環境監視員を委嘱しています。 

現在74人の環境監視員が､地域の環境保全を推進するため､廃棄物不法投棄の監視､ごみ

減量･リサイクル推進など､行政と地域住民のパイプ役として活動しています｡ 

 

② 看板の貸与 

不法投棄の抑制のため、希望する方に不法投棄防止看板の貸与を実施。 

景観のことを考慮し、基本的に看板の貸与は１カ所につき１枚。 

年 度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

貸与枚数 74 枚 50 枚 64 枚 

 

③ 不法投棄防止ネット 

不法投棄が多発している個所で、区・町内会からの要望があ 

る場合、不法投棄防止ネットの資材を提供し、組立ては地区で 

実施しています。 

年 度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

設置個所 ０カ所 ２カ所 ２カ所 

総 延 長 ０ｍ 70ｍ 113ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) リサイクルの状況 

① リサイクル量 

リサイクル量は年々増加傾向にあり、平成 25 年度におけるリサイクル率は 30.8％とな

っております。 

リサイクル率を向上させるため、市で実施している取り組みとして「雑紙（ざつがみ）

減量大作戦」を推進しています。これは、可燃ごみとして出されていた雑紙を、資源ごみ

として分別するというもので、出前環境教室を通じてこの取り組みへの協力を市民に呼び

かけています。これらの活動が浸透した結果、市民や事業者のリサイクル意識が向上した

と思われます。 

「廃棄物及び清掃に関する法律」（不法投棄に関する罰則） 

○ 第 25 条第１項第 14 号（一般） 

５年以下の懲役若しくは１千万円以下の罰金（併科される場合あり） 

○ 第 32 条第１項第１号（事業者） 

１億円以下の罰金 

不法投棄防止ネット 
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平成 17 年度から、３小学校、１保育園をモデル校として取組を開始。翌 18 年度から

は菅山区が地域として開始し、その後は牧之原市内に取り組みが広がっています。 

なお、平成 20 年 10 月に、菅山区が地域ぐるみで実施している資源集団回収（雑紙減

量作戦）活動が認められ、環境大臣表彰を受賞しております。 

 

② 古紙などの資源集団回収 

地域やＰＴＡ、各種市民団体などによる、古紙などの資源集団回収が行われており、市

でも資源集団回収に関する登録団体に対して奨励金（２円/㎏）を交付しています。 

資源集団回収を実施する団体数は増加の傾向にありますが、スーパーマーケットやホー

ムセンターなどで回収ボックスの設置が進んだことから、登録団体による回収量は減少し

ています。 

【 資源集団回収の状況 】 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

登   録 

団 体 数 
46 団体 47 団体 46 団体 49 団体 47 団体 

回 収 量 1,603ｔ 1,425ｔ 1,189ｔ 1,082ｔ   957ｔ 

奨 励 金 

総   額 
4,809 千円 2,849 千円 2,379 千円 2,163 千円 1,914 千円 

※ 平成 22年度以降は、２円/kg の奨励金を交付 

 

 

 
 

 
    

 

 

 

 

 

雑 紙 リサイクルへ！ 

ざ つ   が み 
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③ ごみ減量実証実験 

目 的：学校給食センターから出される食品残渣の利活用 

内 容：平成 21 年度に「NPO 法人 海とまちと里山クラブ in しずおか」と協定を締結し、

生ごみの飼料化と肥料化の実証実験を平成 24 年度まで実施しました。 

【結果】                              （単位：ｔ） 

 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 合  計 

ごみ削減量 6.2 9.3 6.3 6.1 27.9 

資 源 化 量 6.2 9.3 6.3 6.1 27.9 

 

④ 樹木粉砕機による剪定枝の再利用 

目 的：地域や市民団体の里山保全活動などから出る剪定 

枝の利活用 

内 容：地域や市民団体に樹木粉砕機の貸出を行い、里山 

保全活動などから出る剪定枝をチップ化すること 

で、堆肥化、クッション材として使えるほか、竹 

チップであれば畑に撒くことで作物への好影響が 

あるなどと言われています。 

実 績：利用回数 6 回（平成 25 年度） 

粉砕量 約 3,000 ㎥ 

⑤ 廃食用油の回収事業 

目 的：水環境の汚染原因となったり、可燃ごみとして処理されたり 

していた食用油を回収し、軽油の代替燃料として再利用する 

内 容：平成 24 年１月から相良庁舎、榛原庁舎に回収ボックスを用意 

し、一般家庭から排出された植物性の廃食用油を受け取り、 

軽油の代替燃料として再利用する。 

実 績：約 755ℓ（平成 25 年度） 

（相良庁舎 440ℓ、榛原庁舎 315ℓ） 

 

(５) 水の循環利用 

① 雨水利用施設の設置 

牧之原市の小中学校では、体育館の耐震補強工事 

の際に雨水を利用した施設を設置しています。雨水

利用施設を設置したことで、今まで使われることが

なかった雨水が利用され、水道水の利用料を削減し

ています。 

設置施設 

牧之原中学校、相良小学校、萩間小学校、地頭方小

学校、川崎小学校、勝間田小学校、坂部小学校 

 

▲雨水利用施設 

▲樹木粉砕機での作業の様子 

▲代替燃料 
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４ 生活環境 

【 生活環境分野における環境指標 達成状況 】 

指 標 平成24年度 平成25年度 
目 標 

（平成28年度） 

緑の基本計画の策定 

未定 

（都市計画マスタープラ

ン策定後に検討） 

未定 

（都市計画マスタープラ

ン策定後に検討） 

計画策定 

（平成22年度予定） 

市民グループの管理す

る花壇 
39カ所 38カ所 35カ所 

公害苦情発生件数 33件 27件 
13件 

（平成19年度比30％削減） 

その他衛生苦情発生件

数 
758件 885件 

1,234件 

（平成19年度比10％削減） 

生活雑排水処理率 35.2％ 36.9％ 
40％以上※ 

（平成29年度） 

公害防止協定及び環境

保全協定の締結数 

公害防止 20件 

環境保全 ９件 

公害防止 20件 

環境保全 15件 
30件 

河川ＢＯＤ基準達成率 
夏季90％ 

冬季81％ 

夏季82％ 

冬季76％ 

夏季90％ 

冬季80％ 

 ※ 牧之原市一般廃棄物処理基本計画による 

 

この分野では、公害防止などを実践し、住みやすい環境づくりを目指しています。しかし、
公害や苦情の発生件数は増加しております。公害の発生内容としては、ごみ関係がもっとも
多く、続いて動物関係の苦情と続きます。前分野にもつながりますが、不法投棄などがされ
ないような対策、動物管理指導などを適切に行っていきます。 

 
(１) 緑 花 

① 花壇 

市内の道路沿いに設けられた 38 カ所の公共花壇 
には、花の会の会員や地域緑化団体など市民の手に
より季節を彩る草花が植栽され、街路樹とともに通
行人の目を和ませています。 

 

花壇数 団体数 会員数 

38 カ所 22 団体 300 人 
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② 人づくり 

ア 緑化講座 

牧之原市では、市内の学校と連携した花づくり、イベントで花や緑を使った講座の開

催など市民とともに緑化活動を展開しております。平成 23 年度から榛原総合病院屋上

花壇の整備を兼ねたガーデニング講座を行いました。 

イ 普及活動 

中央公民館祭り、ふれあい広場において「ふれあい花あそび」として、こけ玉づくり、

フラワーアレンジメントなど、花や緑を使った体験教室を行いました。 

(２) 公 園 

① 主な公園 

市内には 32 カ所の公園や複数のポケットパークが設けられ、芝生や樹木で彩られてい

ます。 

（単位：㎡） 

公 園 名 場 所 面 積  公 園 名 場 所 面 積 

シーサイドパーク 相 良 11,000  秋葉かりんぽの里 勝 俣 10,283 

小堤山公園 波 津 50,310  勝間田公園 静 谷 26,339 

油田の里公園 菅ケ谷 27,730  ふるさと体験の森 
ゆうゆうらんど 

勝 田 34,734 

蛭ケ谷公園 蛭ケ谷 4,952  水ヶ谷ふれあい公園 坂 口 7,465 

地頭方海浜公園 新 庄 70,700  細江多目的公園 細 江 11,507 

秋葉公園 勝 俣 11,752     

 

② 油田の里公園管理 

太平洋岸で唯一石油が産出された相良油田の跡地周辺を公園として整備しています。公

園の管理は地元の菅山クラブに委託しています。 
 

【入場者数】                           （単位：人） 

年 度 資料館 ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌ ﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰ その他 合計 

平成 21 年度 7,018 8,291 2,918 9,073 27,300 

平成 22 年度 5,496 7,539 2,737 9,280 25,052 

平成 23 年度 5,483 7,161 2,280 8,939 23,863 

平成 24 年度 4,985 6,254 2,673 11,515 25,427 

平成 25 年度 4,557 6,597 2,775 10,813 24,742 
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(３) 動物愛護及び狂犬病予防 

市では、「狂犬病予防法」や「動物の愛護及び管理に関する

法律」に基づいた対応を実施しております。 

 

① 動物愛護教室 

動物保護協会榛原支部の活動の一環として小中学校を対

象とした動物愛護教室を実施しております。平成24年度は、

牧之原小学校と片浜小学校、細江小学校で３回開催されまし

た。 

 

② 畜犬登録数                         （単位：件） 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

件 数 267 141 188 223 179 

累 計 3,727 3,652 3,515 3,427 3,350 

 

③ 狂犬病予防注射件数 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

頭 数 3,068 頭 3,060 頭 2,918 頭 2,757 頭 2,723 頭 

接種率 82.3％ 83.8％ 83.0％ 79.4％ 81.3％ 

 

④ 死亡動物処理数                       （単位：件） 

年 度 犬 猫 
タヌキ・ハクビ

シンなど 
計 

平成 21 年度 ２ 319 173 494 

平成 22 年度 ７ 303 179 489 

平成 23 年度 ７ 355 200 562 

平成 24 年度 ３ 355 225 583 

平成 25 年度 ４ 404 226 634 

 

⑤ 犬のマナー看板                       （単位：枚） 

年 度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

貸与枚数 44 27 69 45 29 

 

▲動物愛護教室の様子 
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(４) 公害などの苦情処理 

市民から寄せられた公害苦情は､平成18年度以降は騒音に関する苦情が増加の傾向があり

ましたが、昨年度は全体的に苦情件数が減少しています。 
 
公害など苦情処理件数 

 悪 臭 水 質 廃棄物 騒 音 大 気 土 壌 合 計 

平成 21 年度 
件  数 9 10 3 3 1 1 27 

対応回数 21 26 4 4 3 1 59 

平成 22 年度 
件  数 8 7 5 6 0 0 26 

対応回数 9 30 7 8 0 0 54 

平成 23 年度 
件  数 18 9 2 8 0 0 37 

対応回数 18 12 14 8 0 0 52 

平成 24 年度 
件  数 10 5 30 12 1 0 58 

対応回数 11 7 32 13 1 0 64 

平成 25 年度 
件  数 3 10 1 11 2 0 27 

対応回数 3 12 1 39 3 0 58 

 
その他の衛生苦情処理件数 

 
ごみ 

(内 屋外焼却) 
犬･猫 その他 迷い犬･猫 合 計 

平成 21 年度 
件  数 160(22) 9 37 64 270 

対応回数 227(33) 14 46 116 403 

平成 22 年度 
件  数 124(36) 12 55 101 292 

対応回数 132(40) 12 70 148 362 

平成 23 年度 
件  数 89(29) 42 57 99 287 

対応回数 92(30) 55 61 142 350 

平成 24 年度 
件  数 68(22) 21 40 99 228 

対応回数 71(23) 22 46 162 301 

平成 25 年度 
件  数 34(17) 80 37 100 251 

対応回数 34(17) 88 51 103 276 
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・pH…智生寺橋（勝間田川）、高山橋（勝間田川）、東中橋（萩間川）、女神・松本境（萩間川） 

・大腸菌群数…細江第 1機場前（坂口谷川）、旧静波西保育園前（勝間田川） 

都市下水路（６水路） 

浜田都市下水路、坊久都市下水路、雨垂都市下水路、源氏都市下水路、三の丸裏都市下

水路、地頭方都市下水路 

準用河川（24 河川） 

高尾川、毛ヶ谷川、千頭ヶ谷川、辻川、三栗川、勝間川、中川、新川、新戸川、橋柄川、

部ヶ谷川、蛭ヶ谷川、白井川、時ヶ谷川、菅ヶ谷川、藤沢川、堀之内川、天の川、樋尻

川、大久保川、地代川、筬川、新溝川、蛭ヶ谷川 

(５) 水質・化学物質 

① 河川水質調査 

水質保全を図るため、市内の河川、下水路で水質調査

を実施しています。 

市内河川のうち、坂口谷川本流、勝間田川本流、萩間

川本流の３河川が環境基準に係る水域類型の河川Ｂ類型

に指定されております。 

その他の河川は類型指定されていませんが、参考とし

て河川Ｂ類型との比較を行っています。 

ア 調査項目 

pH（水素イオン濃度）、SS（浮遊物質量）、COD（化学的酸素要求量）、BOD（生物化学

的酸素要求量）、DO（溶存酸素）、大腸菌群数 

イ 実施回数 

97地点を夏（７月下旬から９月中旬にかけて）・冬（１月）の年２回実施 

ウ 調査結果 

調査の結果、次の河川で基準値の超過がありました。 

  ◆ 主要３河川（坂口谷川・勝間田川・萩間川） 

  ◆ その他の河川（Ｂ類型の基準超過河川） 

 

 

▲水質調査の様子 
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② ゴルフ場の農薬調査 
ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁を防止するため、ゴルフ場の排出水に含まれ

る農薬の残留実態調査を実施しています。 
 平成 25 年度調査結果… 環境基準に適合             （単位：㎎/l） 

項 目 相良ＣＣ上 相良ＣＣ下 指針値 

ペンシクロン 0.1 未満 0.1 未満 1.4 

アシュラム 0.2 未満 0.2 未満 2 

ナプロパミド 0.03 未満 0.03 未満 0.3 

メコプロップ 0.04 未満 0.04 未満 0.47 

アゾキシストロビン 0.04 未満 0.04 未満 4.7 

ハロスルフロンメチル 0.2 未満 0.2 未満 2.6 

指針値：ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁防止に係る暫定指導指針 
 
③ ダイオキシン類の分析調査 

ダイオキシン類による環境の汚染を防止するため、河川の水質分析調査を実施しており、
調査の結果は環境基準に適合しています。 

（単位：pg-TEQ/l） 

萩間川（相良中学校前）                環境基準：１以下 

 
平成 23 年度 0.12 

平成 24 年度 0.12 

平成 25 年度 0.14 

勝間田川（旧静波西保育園前）             環境基準：１以下 

 
平成 23 年度 0.47 

平成 24 年度 0.49 

平成 25 年度 0.70 

坂口谷川（細江第 1機場前）              環境基準：１以下 

 
平成 23 年度 0.11 

平成 24 年度 0.44 

平成 25 年度 0.91 
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(６) 騒音 

 ア 自動車騒音の常時監視結果（点的評価）（平成 25 年度）    （単位：dB） 

測定地点 道路名 
昼 間（基準：70） 夜 間（基準：65） 

測定値 適否 測定値 適否 

細 江 一般国道150号 70 ○ 66 × 

須々木 一般国道150号 74 × 69 × 

地頭方 一般国道150号 71 × 67 × 

地頭方 一般国道150号 73 × 68 × 

堀野新田 一般国道150号 73 × 67 × 

 

(７) 浄化槽 

建築基準法及び浄化槽法の改正により、合併処理浄化槽のみが浄化槽と定義され、平成

13年４月以降、新築住宅には合併処理浄化槽の設置が義務付けられました。 

市では、市内の水質浄化を推進するため、農業集落排水区域を除いた地域で浄化槽を設

置する市民に対して補助金を交付しています。 

浄化槽の設置補助基数 ※カッコ書きは設置替基数 

年 度 
補助基数 

補 助 総 額 
5 人槽 7 人槽 1 0人槽 合 計 

平成 21 年度 
98 基 

(21) 

111 基 

(39) 

15 基 

(0) 

224 基 

(60) 
101,443 千円 

平成 22 年度 
93 基 

(13) 

88 基 

(18) 

18 基 

(4) 

199 基 

(35) 
71,158 千円 

平成 23 年度 
90 基 

(2) 

67 基 

(9) 

12 基 

(4) 

169 基 

(15) 
56,595 千円 

平成 24 年度 
81 基 

(5) 

78 基 

(10) 

13 基 

(3) 

172 基 

(18) 
53,671 千円 

平成 25 年度 
97 基 

(2) 

72 基 

(17) 

14 基 

(2) 

183 基 

(21) 
47,920 千円 

 

① 生活排水処理状況 

ア 合併浄化槽普及率 

合併浄化槽人口 17,746 ／全人口 48,097 ＝『36.9％』 

単独浄化槽人口 26,007 ／全人口 48,097 ＝『54.1％』 

汲み取り槽人口 4,104 ／全人口 48,097 ＝『 8.5％』 

農業集落排水人口 240 ／全人口 48,097 ＝『 0.5％』 
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イ 水洗化人口割合 

43,993 人（農集排 240＋合併浄化槽 17,746＋単独浄化槽 26,007）／全人口 48,097 人 

＝『91.5％』 

※全人口…平成26年３月末現在の外国人人口を含めた数値 
 

② 浄化槽維持管理講習会 

平成 25 年度に合併処理浄化槽を設置した市民を対象に、浄化槽の適正な維持管理を目的

として講習会を開催。 

○開催日： 平成 26 年２月６日（木） 

 午後１時 30 分～午後３時 

○会 場： 牧之原市史料館 

○主 催： 静岡県中部健康福祉センター 環境課 

○共 催： 牧之原市 環境課、社団法人静岡県浄化槽協会志太榛原支部 

 

(８) 静岡県による各種環境調査結果 

① 大気 

ア 二酸化硫黄、二酸化窒素…県内の全測定局で環境基準を達成 

イ 光化学オキシダント測定 ○期 間： 毎年５月から９月までの５カ月間 

 ○場 所： 榛原庁舎東側 

 

② 水質 

 ア 海水浴場水質調査判定結果 

年  度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

静波海水浴場 AA AA AA 

相良サンビーチ AA AA AA 

 

 イ 河川調査（平成 24 年度） 

地 点 名 DO BOD SS 

萩 間 川 湊橋 10 1.6 5 

勝間田川 港橋 8.8 1.6 4 

坂口谷川 寄子橋 8.1 1.9 14 
 

 ウ 海域調査（平成 24 年度） 

地 点 名 DO COD 

勝間田川沖 7.7 2.4 

御前崎港 港中央 7.6 2.7 
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③ 騒音 

 ア 航空機騒音の監視結果（平成 24 年度）          （単位：WECPNL） 

調査地点 基準値（WECPNL） 評価値（WECPNL） 達成状況 

坂口 75 48 ○ 

 

(９) 環境保全協定、公害防止協定 

① 環境保全協定 

事業所における環境対策は、以下のように変化しているため、従来の協定も時代の流れ

に対応できるようにするため、公害防止協定から環境保全協定に内容の変更を開始しまし

た。 

 【 環境対策の現況 】 

 ISO14001 やエコアクション 21 などの“環境マネジメントシステム”の導入が

進み、法令の遵守は前提条件となっている。 

 事業所独自に法令基準を達成するための「自主基準」を設定している。 

 公害は『事後対応』から『未然防止』の時代 

 地球環境保全への取り組みや、環境コミュニケーションによる地域との連携

向上などが求められている。 

 

② 公害防止協定 

昭和 40 年代の公害対策として、一定の規模を有する事業所や各工業団地に進出する事

業所を対象にして協定を締結。 

協定の内容は、主に環境保全についての内容を記しており、法令以外に上乗せ基準を設

定している事業所もあります。 
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５ 地球環境 

この分野は、地球温暖化防止を目的とした取り組みを行うもので、エコアクション 21 の
取組や、市民向けの節電事業である笑呼キャンペーンにより成果がでています。バイオマス
資源の活用や自然エネルギーの推進を積極的に推進していきます。 
 

【 地球環境分野における環境指標達成状況 】 

※ エコアクション 21 と ISO14001 の認証取得事業所数を記載。 

(１) 地球温暖化対策の推進 

① 地球温暖化問題 

私たちの生活や経済活動などによって排出された温室効果

ガスが主因となって地球の温暖化が進んでいます。 

平成19年２月に、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)が

発行した第４次評価報告書によって膨大な量の学術的（科学

的）知見が集約された結果、人為的な温室効果ガスが温暖化

の原因である確率は９割を超えると報告されています。 

 

② 地球温暖化防止への取り組み  

ア 市民 

ａ 家庭版環境マネジメント事業 

平成 22 年度より笑呼(エコ)キャンぺーン実行委員会とともに、節電を目的とした笑

呼キャンペーンに取り組んできたが、一般家庭においても節電意識が浸透してきたこ

とから、新たなエコ活動を実施するべく、次年度に向けた検討を行った。 

ｂ アースキッズ事業 

子どもたちが２週間、家庭の電力やごみの削減に取り組む事業で、平成 25 年度は坂

部小学校と萩間小学校の２校が参加しました。 

指 標 平成24年度 平成25年度 
目 標 

（平成28年度） 

市役所の 

二酸化炭素排出量 
2,180,964kg-CO2 2,174,765㎏-CO2 

2,150,561kg-CO2 

（平成27年度） 

地球温暖化防止実行計画より 

家庭版環境マネジメン

ト参加世帯数 
30世帯 0世帯 40世帯 

環境マネジメントシス

テム取得事業所総数 

(内エコアクション21) 

45事業所（37）※ 

（平成25年４月現在） 

50事業所(37) 

（平成26年６月末現在） 
50事業所 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%A9%E5%AE%A4%E5%8A%B9%E6%9E%9C%E3%82%AC%E3%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%A9%E5%AE%A4%E5%8A%B9%E6%9E%9C%E3%82%AC%E3%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/IPCC%E7%AC%AC4%E6%AC%A1%E8%A9%95%E4%BE%A1%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%A9%E5%AE%A4%E5%8A%B9%E6%9E%9C%E3%82%AC%E3%82%B9
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イ 事業者 

 エコアクション 21 自治体イニシアティブ事業の実施 

事業所から発生する二酸化炭素や廃棄物を削減していくため、市内の事業所に向けて、

中小事業所向けの環境マネジメントである「エコアクション 21」の導入普及を図るため、

エコアクション 21 自治体イニシアティブ事業を平成 18 年度から実施しています。 

エコアクション 21 認証取得件数          （平成 26 年３月末現在） 

イニシアティブ 独 自 合 計 

28 事業所 ９事業所 37 事業所 

（市役所含む） 

ウ 市 

市で管理するすべての施設（委託・指定管理の施設を除く）を対象範囲として、エコ
アクション21と地球温暖化防止実行計画を推進。詳しくは第３章を参照。 

 

(２) エネルギー 

牧之原市は、太陽光や風力エネルギーのほ

か、約 15km に及ぶ波力エネルギーに恵まれ

た海岸線を有するなど、太陽光発電・熱利用、

風力発電のほか、洋上風力発電や波力発電等

の海洋再生エネルギーにも恵まれた立地条

件です。 

温室効果ガス排出量の増加によると思わ

れる平均気温の上昇が、本市でも見られます。

また、東日本大震災での福島第一原子力発電

所の事故を受け、エネルギーを取り巻く情勢

が大きく変わってきています。 

このため、市では、平成 20 年度に策定した「牧之原市地域新エネルギービジョン」、平成

21 年度策定の「牧之原市バイオマスタウン構想」の見直しを平成 24 年度に着手し、平成 25

年 7 月に「エネルギータウン構想」としてまとめました。 

エネルギータウン構想では、低炭素社会の構築に向け、省エネ対策とともに、市内に豊富

にある自然エネルギーの地産地消を進めるため、新たに海洋再生エネルギーを加えた、太陽

光、太陽熱、風力、小水力等の自然資源と生物由来の有機性資源であるバイオマス資源の利

用により、再生可能エネルギーの導入を促進し、官民連携による循環型社会を目指します。 

 

▲落居ウインドファーム 
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① 自然エネルギー利用推進事業 

 ア 事業概要 

温室効果ガスの排出量削減を図るため、エネルギー変換効率が高いとされる太陽熱利

用システムを導入する個人に対し、補助金を交付する事業を平成 24 年度から開始。 

 

イ 平成 25 年度実績 

・自然循環型太陽熱温水器設置（15 千円／基）＝12 基 

・強制循環型太陽熱利用システム設置（30 千円／基）＝10 基 

 

② 市内の風力発電施設の状況 

現在、牧之原市の落居地内に５基の風力発電施設（白川電気株式会社）が稼動していま

す。 

市内の風力発電                   （平成 26 年３月末現在） 

設置基数 定格出力 年間発電量 二酸化炭素削減量 

５基 
1,500kW×１ 

2,000kW×４ 

23,000MWh 

(7,000 世帯分) 
11,900ｔ※ 

※年間発電量×中部電力(株)の実排出係数(0.000516t-CO2/kwh)にて算出   

 

③ 市内の太陽光発電施設の状況 

現在、牧之原市では家庭用及び事業用ともに太陽光発電施設の立地が急速に進んでいま

す。 

市内の太陽光発電施設の推移             （平成 26 年３月末現在） 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 

平成 25 年度 

 
今後稼働予定の太陽光発電 

(事業用)を加えた場合 

設置件数 686 件 878 件 1,212 件 - 

設備容量 2,900 kW 4,400 kw 10,900 kw 46,745 kw 

年間想定 

発電量 
3,000 MWh 4,600 MWh 11,500 MWh 49,100 MWh 

家庭での電力 

使用量換算※1 
850 世帯分 1,300 世帯分 3,200 世帯分 13,600 世帯分 

二酸化炭素削減量※2 1,600 t 2,400 t 5,900 t 25,300 t 

※1 家庭の電力使用量3,600kWhと仮定  ※2 年間発電量×中部電力(株)の実排出係数にて算出 
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６ 環境教育 

【 環境教育分野における環境指標 達成状況 】 

指 標 平成24年度 平成25年度 
目 標 

（平成28年度） 

環境教室の開催数 15回 14回 30回 

環境リーダーの数 

16人 

 静岡県環境学習 

     指導員15人 

 地球温暖化防止活動 

     推進員１人 

９人 

 静岡県環境学習 

     指導員８人 

 地球温暖化防止活動 

     推進員１人 

20人 

より良い環境にしていくための人づくり、ネットワークづくりを、この分野では目指して
います。環境課主催の環境教室は、平成 24 年度に比べ、実施回数は減少してしまいました
が、市主催の環境教室の存在が定着化し、様々な団体が定期的な実施をしてくれています。
また、自然体験教室なども数多く実施されています。こうした団体やネットワークづくりの
支援を行っていきます。 

(１) 環境教室 

市民の環境意識向上を目的として、地区、学校などからの要請に基づき、各地区や各施

設に出向いて「出前環境教室」を実施しています。 

環境教室では、ごみ分別や雑紙減量大作戦、地球温暖化などをテーマに行っています。 

実施状況 

年 度 対象人数 

実施回数 

合計 
地区 学校 

幼稚園 

保育園 
各団体 市開催 事業所 

平成 21 年度 1,328 人 25 回 2 回 0 回 6 回 0 回 1 回 34 回 

平成 22 年度 1,317 人 3 回 25 回 2 回 4 回 0 回 1 回 35 回 

平成 23 年度 300 人 1 回 5 回 0 回 4 回 0 回 1 回 10 回 

平成 24 年度 476 人 1 回 11 回 1 回 2 回 0 回 0 回 15 回 

平成 25 年度 467 人 0 回 7 回 1 回 6 回 0 回 0 回 14 回 

※平成 21 年度の地区は、プラスチック類のゴミ分別に変更があったため、その説明会を数

多く開催したため多くなっています。 

 平成 22 年度の学校では、スズキ㈱様より次世代環境車両の貸与を受け、学校での積極的

な環境教室を開催したことで回数が多くなっています。 
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(２) 環境活動団体 

本市では、市域・市民の枠を超えて活動する団体から、地元の自然環境を再発見する活動

を行う団体などが存在しております。環境活動(自然体験学習や里山保全など)を行う団体が

10 団体、リバーフレンドシップ（住民と行政による協働で川の清掃や除草などの河川美化活

動）団体が 29 団体、幹線道路で花壇の管理を行うアダプトロードプログラム団体が８団体

などがあり、各団体がさまざまな活動に取り組んでいます。 

 

 

３ エコアクション 21 に基づく市役所の取り組み 

エコオフィス活動については、地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の３の規定に

基づき、市役所の事務･事業に関する温室効果ガスの排出の抑制などに取り組み､地球温暖化

対策を促進することを目的に平成 23 年３月に作成された「牧之原市地球温暖化防止活動実

行計画」に基づいて実施しています。 

１ 牧之原市地球温暖化防止活動実行計画の目標 

実行計画の期間は、平成 23 年度から平成 27 年度までの５年間とし、平成 21 年度を基準

年度として削減目標を定めています。平成 27 年度の温室効果ガスの総排出量（二酸化炭素

換算）を、平成 21 年度の総排出量に比べて３％削減します。また、温室効果ガス削減への

間接目標として、水の使用量、廃棄物についても、平成 21 年度比３％の削減を目標として

掲げています。 

２ 平成 25 年度の成果 

平成 25 年度は平成 24 年度と比較して、廃棄物、二酸化炭素の２項目について増加し、水

の使用量については削減できました。平成 25 年度から相良消防本部が範囲に加わったこと

などや夏季は 24 年度よりも暑かったことを鑑みると、エコアクションの取組が浸透してい

ると言えます。 

このほか、職員の意識については、エコアクション 21 の取組みが浸透してしており、今

後は事業の中で環境負荷の削減を目指していく段階にあります。 

また、平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災を機に日本人の考え方が大きく変わり

つつあり、ライフスタイルにも変化が起こっています。そうした中で、市として率先して環

境に配慮した事業展開、事務のあり方を実践し、市民への広報などを行っていきます。 
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３ 廃棄物排出量の削減 

(１) 平成 25 年度の結果 

廃棄物排出量の目標は、最終目標値を達成しているため 49,422 ㎏となっていましたが、

25 年度の排出量は 53,000 ㎏となり、結果は逆に８％増となりました。リサイクル量は、前

年度から 14％の減少となる 37,667kg という結果となりました。 

 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 前年度比 

相良庁舎 
リサイクル 5,216kg  6,685kg  5,101kg  76％ 

廃   棄 33kg  1,661kg  1,329kg  80％ 

榛原庁舎 
リサイクル 12,258kg  10,954kg  16,476kg  150％ 

廃   棄 1,192kg  800kg  1,876kg  235％ 

さざんか 
リサイクル 2,562kg  2,850kg  1,883kg  66％ 

廃   棄 480kg  329kg  496kg  151％ 

教委所管 

その他施設 

リサイクル 9,999kg  8,968kg  2,552kg  28％ 

廃   棄 19,355kg  17,257kg  23,515kg  136％ 

小・中学校 
リサイクル 54,533kg  11,203kg  8,160kg  73％ 

廃   棄 12,102kg  11,506kg  8,978kg  78％ 

幼稚園・保育園 
リサイクル 3,865kg  2,887kg  3,027kg  105％ 

廃   棄 20,024kg  17,666kg  16,373kg  93％ 

消防本部 
リサイクル - - 466kg  - 

廃   棄 - - 434kg  - 

リサイクル小計 88,432kg  43,546kg  37,667kg  86％ 

廃棄小計 53,187kg  49,219kg  53,000kg  108％ 

リサイクル％ 62％ 47％ 42％ ５％ 

廃棄％ 38％ 53％ 58％ ５％ 

合計 141,619kg  92,765kg  90,667kg  97％ 

kg 
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(２) 結果の詳細 

 

平成 25 年度は平成 24 年度より約 4,000 ㎏増加しています。昨年度の目標は昨年度の現状

維持でしたが、達成できませんでした。この要因として、消防本部が加わったことに加え、

教育委員会で前年比 1.3 倍程度となっていることにあります。教育委員会での増加原因の主

なものとしては、これまで給食残渣を実証試験として飼料化していたものが、試験終了とと

もに、可燃ゴミとして排出したことにあります。また、このため、教育委員会とともに、生

ごみの再利用を現在検討しております。榛原庁舎でも全体からの量としては微量ですが、

235％という結果になっていますが、これは、主に税務課において、保存年限の過ぎたリサ

イクル出来ない資料などを処分したことによります。 

 

(３) 新たな目標設定 

廃棄物の減少について、各課での取り組み状況を見ますと、裏紙利用の徹底やごみの分別

などのチェック項目が全体の 95％が取り組めているという報告があります。昨年度の結果で、

給食センターの残渣の増加が大きかったため、今年度は先にも記したとおり、生ごみの再利

用を検討していきます。目標としては、24 年度に施設追加分を加味し、50,000 ㎏とし、生

ごみの再利用を目指します。 

（単位：kg） 

年 度 
平成 21 年度 

(基準値) 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標 

平成 27 年度 

(最終目標※) 

目標値 67,177 53,000 50,000 65,162(達成済) 

※地球温暖化防止活動実行計画に基づくが、集団資源回収分も含まれた数値であるため、

率の目標である３％を基準値に掛けた値とします。 
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４ 二酸化炭素排出量の削減 

(１) 平成 25 年度の結果 

 二酸化炭素排出量の目標は、平成 27

年度には平成 21 年度比３％削減とな

っており、平成 24年度の結果は 8.3％

削減（△193,120kg-CO2）となりまし

た。排出係数は右表のとおり、電力の

排出係数については、排出量の比較の

ため、21年度の係数で計算しています。 

 

(単位：㎏) 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 前年度比 

相良庁舎 348,037 331,916 328,139 99% 

榛原庁舎 504,180 465,992 482,683 104% 

さざんか 184,454 185,602 183,824 99% 

教育委員会 602,600 499,403 451,352 90% 

小・中学校 496,278 487,036 468,697 96% 

幼稚園・保育園 188,136 160,786 156,016 97% 

消防本部 ― ― 104,130 ― 

二酸化炭素計※ 2,323,505 2,130,734 2,174,765 102% 

※端数計算の関係で全体と個々の合計が合致しません。 

 

(２) 結果の詳細 

 

  排出係数（B) 単位発熱量（C) 

電力 ※0.455 （kg-CO2/kWh) 9.83 (MJ/kWh) 

灯油 0.0679 （kg-CO2/MJ) 36.7 (MJ/l) 

重油 0.0693 （kg-CO2/MJ) 39.1 (MJ/l) 

液化石油ガス 0.0598 （kg-CO2/MJ) 50.8 (MJ/kg) 

ガソリン 0.0671 （kg-CO2/MJ) 34.6 (MJ/l) 

軽油 0.0687 （kg-CO2/MJ) 37.7 (MJ/l) 
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二酸化炭素排出量は前年度比２％増加してしまいましたが、基準年となる平成 21 年度か

らは約２％の削減という結果となりました。 

総エネルギー使用量に対する電力の占める割合は、約 75％で推移しています。その中で、

昨年度と比較していくと、排出元別のグラフでもわかるように、それぞれの施設で削減が取

り組めており、対象施設の増加分を除けば、減少していることがわかります。平成 25 年度

の冬季は 24 年度並み、夏季は平成 24 年度より暑くなっていることから、省エネ対策の効果

が得られているものと考えます。 

 

(３) 新たな目標設定               （単位：kg-CO2） 

ここ数年、各課での省エネ・省資源への取組状況を見ると 95％以上が取り組めているとい

う結果がでており、すでに取り組みについて浸透しており、個々人の努力では、これ以上の

削減が難しい状況にあります。 

二酸化炭素排出量の約 75％が電力起源になるため、電力使用量削減が大きな効果につなが

るため。既に榛原庁舎やさざんかなどではデマンド監視装置を導入し、省エネに務めている

ため、こうした施設を増やしていくことが必要となっています。 

来年度の目標としては、最終目標の達成をめざし、採取目標と同値とします。これまでの

各種取組は引き続いて継続しながら設備改善についても積極的に提案していくことで目標

達成を目指します。 

年  度 
平成 21 年度 

(基準値) 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標 

平成 27 年度 

(最終目標) 

目 標 値 2,217,074 2,174,765 2,150,561 2,150,561 
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５ 総排水量の削減 

(１) 平成 25 年度の結果 

(単位: kℓ) 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 前年度比 

相良庁舎 5,127 4,093 5,135 125% 

榛原庁舎 4,359 3,604 3,533 98% 

さざんか 3,913 4,597 4,095 89% 

教育委員会 15,455 17,397 17,278 99% 

小中学校 54,541 49,922 47,060 94% 

幼稚園・保育園 18,842 16,275 15,749 97% 

消防本部 － － 1,621 － 

総水道使用量 102,237 95,888 94,471 99% 

水の使用量は昨年度比 1％の減となりました。今年度の目標値 97,256kℓからも 2.8%削減で

き、平成 27 年度の最終目標値も達成しています。 

(２) 結果の詳細 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H22 H23 H24 H25

㎥ 水道使用量の推移

消防本部

幼稚園・保育園

小中学校

教育委員会所管その他施

設
さざんか

榛原庁舎

相良庁舎

 

相良庁舎での若干使用量が増えていますが、小中学校や幼稚園保育園で消防本部の増加分

を上回る節水ができました。これは、職員の節水の意識向上や漏水の早期発見などの効果が

表れたものだと考えます。 

(３) 新たな目標設定 

年  度 
平成 21 年度 

(基準値) 

平成 25 年度 

実績 

平成 26 年度 

目標 

平成 27 年度 

(最終目標) 

目標値（kℓ） 103,728 94,471 94,471 
100,616 

(達成済) 
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平成 26 年度の目標としては、職員の節水意識の向上も既に高まっていることから、現状

維持を目指します。 

６ グリーン購入の推進 

 全部署に関係する「取り組みチェックリスト」に、グリーン購入の推進の項目があり、事

務用品の購入時の環境配慮をチェックしています。ほぼ取り組めているため、今後も継続し

ていきます。 

７ 各環境負荷削減への取り組み実績 

評価…達成率 95～100%『◎』、80%～95％未満『○』、50%～80％未満『△』、50%未満『×』 

取組内容 
平成 

24 年度 
評価 

平成 
25 年度 
評価 

 省エネルギー(空調の適温化、不要な照明、パソコンの電力削減など) ◎ ◎ 

 省資源（両面印刷、裏紙利用の徹底など） ○ ◎ 

 節水（公用車の洗車制限・来客者への節水呼びかけ） ◎ ○ 

 廃棄物（分別徹底、割り箸の使用禁止、プリンタなどのカートリッジ回
収など） 

◎ ◎ 

 交通（エコドライブ、相乗り、ノーカーデーの実施など） △ △ 

 グリーン購入 ○ ○ 

 事務合理化(文書箱の活用) ◎ ◎ 

 体制整備（法令の確認、手順書作成など） △ △ 

 化学物質（除草剤、殺虫剤の使用削減） ◎ ○ 

 環境活動（環境デー、ボランティア活動の推進、通知に環境配慮の一文など） △ △ 

 情報提供（苦情一覧表の作成、対応結果の記録） △ △ 

 建築事業（マニフェストの提示、確認） △ ○ 

エコアクション 21 の基本となる省エネや分別、節水などの活動は職員に広く浸透してい

るが、平成 25 年度評価では節水、化学物質の項目で、前年度から評価が下がってしまって

います。交通の分野ではノーカーデーなどについては引き続き、職員の勤務環境も多様化し

てきており、その実施が難しい状況となっています。今後は、各種取り組みの徹底について

職員へ啓発するほか、市民向けに環境負荷の低減についても進めていきます。 

８ 各課の取り組み 

エコアクション 21 では、環境へ直接負荷のかかる事業などの見直しを図るとともに、日

常業務の改善を目指し、それに伴い時間外勤務や公用車の使用などを減らすことで、間接的

に環境負荷の削減を目指す「業務改善」を積極的に推進しています。 

すべての課の目標の詳細は、牧之原市の環境（別冊）に掲載してありますので、そちらを

参照してください。 

グリーン購入の推進 
平成 24 年度 
(得点／満点) 

平成 25 年度 
(得点／満点) 

評価 

 事務用品は、再生品、再利用品又
はリサイクルしやすい製品など環
境に優しい製品を購入する。 

576 / 612 

達成率 94.1％ 

581 / 642 

達成率 90.5％ 
○ 
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９ 環境関連法規 

 

(１) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法） 

① 一般廃棄物収集業者の許可証の確認（法第 12 条第３項、規則第８条の２関係） 

・許可証の写しを保管 

・自社による運搬時の表示、書類携行 

② 産業廃棄物収集運搬・処理業者との契約、許可証の確認（法第 12 条第４項、政令第

６条の２第３号関係） 

・許可証の写しを保管 

・自社による運搬時の表示、書類携行（法第 12 条、規則第７条の２の２関係） 

③ 産業廃棄物を保管しておく基準（法第 12 条第２項、規則第８条第１～３号関係） 

・保管基準にあった廃棄物の保管 

・保管場所の周囲に囲いが設けられているか確認 

・必要な事項を記載した掲示板が見やすいところに設けられているか確認 

・産業廃棄物の保管の場所である旨の表示 

・保管する産業廃棄物の種類の表示 

・保管場所の管理者の氏名または名称及び連絡先 

・屋外で容器を用いないで保管する場合は、最大積み上げ高さ 

・掲示板の大きさ 縦 60cm 以上×横 60cm 以上 

・産業廃棄物の飛散、流出、地下浸透、悪臭発散が生じないように措置 

・保管場所には、ねずみが生息したり、蚊、ハエその他の害虫が発生したりしない

よう措置                             ほか 

④ マニフェスト（管理票）の交付（法第 12 条の３及び５、規則第８条の 19～38 関係） 

・マニフェストＡ、Ｂ２、Ｄ、Ｅ票を５年間、保管 

・Ｄ票は 90 日以内、Ｅ票は 180 日以内に処理業者から送付されない場合、30 日以内

に知事へ報告（報告先：県中部健康福祉センター環境課：054-644-9268） 

⑤ 産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出（法第 12 条の３第６項、規則第８条の 27

関係）（報告先：県中部健康福祉センター環境課：藤枝市瀬戸新谷 362-1） 

・毎年６月 30 日までに前年度のマニフェストの交付状況を、規則様式第３号により

作成し県知事に提出 

(２) 静岡県産業廃棄物の適正な処理に関する条例 

① 産業廃棄物管理責任者の設置（県条例第８条関係） 

・産業廃棄物を排出するすべての事業場について、産業廃棄物管理責任者を設置 

・産業廃棄物管理責任者（副市長）及び組織等に変更があれば、産業廃棄物管理責任

者等を変更 

各部署において、年１回環境関連法規の遵守状況の確認を行っています。

なお、関係当局からの違反などの指摘は、過去３年間ありません。 
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② 処理委託先の実地確認と記録の保存（県条例第 10 条関係） 

・処理を委託する場合、事前に委託先の実地確認 

・継続して委託する場合、毎年１回以上、定期的に処理状況の実地確認 

・県が示した「産業廃棄物処理の委託先の実地確認におけるチェックシート例」を

参考に実地確認 

・実地確認を行った記録は５年間保存 

(３) 騒音規制法・振動規制法・県生活環境の保全等に関する条例 

① 特定施設の設置等（法第６条第１項、第７条第１項、第８条第１項、県条例第 53 条

第１項、第 54 条第１項、第 55 条第１項関係） 

・エアコンやコンプレッサー等を設置する場合、該当するか確認 

・施設ごとに届出をするため、施設担当部署ごと把握 

② 氏名等の変更（法第 10 条、県条例第 57 条関係） 

・特定施設の届出がされている場合、代表者（市長）の変更があれば届出 

(４) 大気汚染防止法・県生活環境の保全等に関する条例 

① 特定施設の設置等（法第６条第１項、第７条第１項、第８条第１項、県条例第 13 条

第１項、第 14 条第１項、第 15 条第１項関係） 

・空調用ボイラー等を施設する場合、特定施設等に該当するか確認 

・施設ごとに届出をするため、施設担当部署ごと把握 

② 氏名等の変更（法第 11 条、県条例第 18 条関係） 

・特定施設の届出がされている場合、代表者（市長）の変更があれば届出 

② 測定の義務（法第 16 条、規則第 15 条、県条例第 22 条、規則第９条関係） 

・規則で定めるところにより、ばい煙量又はばい煙濃度を測定 

・結果を記録し、３年間保存 

(５) 水質汚濁防止法・県生活環境の保全等に関する条例 

① 特定施設の設置等（法第５条第１項、同条第３項、第６条、県条例第 35 条、第 36 条、

第 37 条関係） 

・500 人槽以上の浄化槽等を施設する場合、特定施設に該当しているかを確認 

② 氏名等の変更（法第 10 条、県条例第 41 条関係） 

・特定施設の届出がされている場合、代表者（市長）の変更があれば届出 

(６) 浄化槽法 

① 浄化槽の設置等（法第５条、第 11 条第２項関係） 

・浄化槽を設置しようとする場合、浄化槽設置届を提出 

・浄化槽を廃止等する場合、浄化槽廃止届等を提出 

② 浄化槽の保守点検等（法第８条、第９条関係） 

・浄化槽の保守点検を実施（県登録事業者） 

・浄化槽の清掃を実施（相良地域＝㈲東環クリーン、榛原地域＝榛原衛生社） 
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③ 法定検査（法第７条、第 11 条関係） 

・浄化槽を設置開始後、３～５カ月に法定検査を実施 

・設置後年１回、法定検査の実施 

＊いずれも、(一財)静岡県生活科学検査センター 

④ 浄化槽管理者の変更（法第 10 条関係） 

・浄化槽管理者を変更した場合、変更報告書を変更後 30 日以内に提出 

(７) 使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法） 

① 自動車等の処分時の適正化とリサイクル化（法第８条、第 73 条関係） 

・自動車等リサイクル料金の支払い 

・リサイクル券（預託証明書）の受け取り 

・引き取り業者への引き渡し 

(８) 環境基本法 

① 環境保全施策の実施（法第７条関係） 

・地方公共団体の責務 

② 環境の保全に関する行動の実施（法第８条関係） 

・事業者の責務 

③ 環境基準（法第 16 条関係） 

・環境基準値の把握 

(９)  循環型社会形成推進基本法 

① 循環資源の適正な措置、循環資源に関わる施策の策定及び実施（法第 10 条関係） 

・地方公共団体の責務 

② 廃棄物の適正な循環的な利用または処分（法第 11 条関係） 

・事業者の責務 

(10) 地球温暖化対策の推進に関する法律 

① 温室効果ガスの削減を図るための京都議定書の的確な実施（法第５条関係） 

・事業者の責務 

② 温室効果ガス算定排出量の報告（法第 21 条の２関係） 

・事業所所管大臣へ報告をする 

③ 地方公共団体実行計画等（法第 20 条の３関係） 

・計画の策定 

(11) 静岡県環境基本条例 

① 環境の保全及び創造に関する施策を推進し、静岡県民の健康で文化的な生活の確保に

寄与するため、環境基本法を受けて静岡県が定めた基本理念、事業者の責務、県民の

責務（県条例第１条～第３条、第６条、第７条関係） 

・物の製造、加工又は販売等の事業活動に伴う環境負荷低減への努力 
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(12) 静岡県生活環境の保全等に関する条例 

① 静岡県環境基本条例第３条の基本理念に則り、公害防止のための規制、環境負荷低減

を図るための措置等を定めることの目的。事業者等の責務（県条例第１条、第３条関

係） 

・大気、水質、騒音、振動、悪臭、その他公害関連施設、物質等 

(13) 特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律 

（フロン回収破壊法） 

① フロン類の適切な処理（法第 18 条第２項、第 20 条第２項関係） 

・業務用冷凍空調機器廃棄者及び譲渡者は、第１種フロン回収業者へ委託 

(14) ポリ塩化ビフェニール廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 

① ＰＣＢ廃棄物の保管、処分等で必要な規制を、行動、処理体制の整備と適正な処理を

推進するために、事業者の義務を明確化した。（法第８条、第 10 条関係） 

・ＰＣＢ廃棄物の保管等の届出 

・保管しているＰＣＢ廃棄物を期間内に処分 

(15) 消防法 

① 定期点検（法第 14 条の３第２項、総務省令第８条の５関係） 

・地下タンクはすべて点検義務 

② 危険物（指定数量・灯油 1,000ℓ以上）の貯蔵・取り扱い等（法第 10 条関係） 

・設置許可 

・設置計画の変更許可時の完成検査 

③ 少量危険物「貯蔵取扱届出書」（法第９条第４項関係） 

・指定数量の５分の１以上、指定数量未満の危険物【灯油消費量 200ℓ以上 1,000ℓ未

満／日以下貯蔵】 

④ 指定可燃物「貯蔵取扱届出書」（法第９条第４項関係） 

・紙及び紙屑（古紙）の指定数量１ｔの５倍以上 

⑤ 消防活動阻害物質「消防活動阻害物質貯蔵、取扱者届出」（法第９条第３項施行令第

１条第 10 項、危険物規制令別表１，２関係） 

・液化石油ガスＬＰＧ：指定数量 300kg【50kg／本×６本＝300kg】 

 

10 緊急時の対応 

市役所の主要施設である榛原・相良の両庁舎や各学校では、火事や、大規模地震などの事

象が発生した場合に備え、消防計画を定めています。消防計画では、災害予防及び被害の軽

減を図ることを目的に定められており、災害時の環境負荷の低減にも寄与します。 

この消防計画を、災害だけでなくさまざまな事故も想定するよう随時見直し、必要に応じ

て職員の訓練なども行っていきます。 
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11 教育･訓練の実施 

(１) 教育･訓練の実績 

期 日 件 名 対 象 内 容 

４月 22 日 エコリーダー会議① エ コ リ ー ダ ー エコリーダーの役割と取組内容 

７月 ９日 エコリーダー会議② エ コ リ ー ダ ー 取組内容の確認、審査について 

７月 25 日 審査報告会 全  職  員 更新審査における改善点の説明 

９月 19 日 エコリーダー会議③ エ コ リ ー ダ ー 
更新審査時指摘事項の確認、内部

監査について 

10月 29日 内部監査説明会 内 部 監 査 員 内部監査の実施方法説明 

12月 20日 
内部監査報告及び研修

会 
全 部 課 長 

内部監査の報告及びエコアクショ

ン研修 

平成 26 年 

３月６日 
新規採用職員研修会 新 規 採 用 職 員 エコアクション 21 の取組を説明 
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(２) 内部監査委員長からの意見 

内 部 監 査 報 告 書 

本年度の内部環境監査は、７月に実施したエコアクション 21 更新審査で審査人に指摘さ

れた、次の４項目の改善状況確認を中心に行いました。 

その結果、次のとおり意見を申し上げます。 

 

①  セルフチェック（四半期ごと）について 

平成 19 年７月にエコアクション 21 を認証取得して以来６年が経過し、省エネ・節電等の

取り組みを実施していますが、数量が下がらない部署が見受けられ、行き詰まりという感じ

を受けます。取り組みに対し、マンネリを感じ士気が下がる傾向にありますが、今一度、意

識を高めさせ、省エネ・節電等に取り組む時期ではないかと感じます。 

エコリーダーだけに任せるのではなく、四半期ごとのセルフチェックを各部署全員で現状

を把握し、全員で今後の取り組みに生かしていくようにお願いします。 

 

②  法令順守状況の確認について 

今回の監査では実施状況の確認を行い、法令順守状況を各課で確認し年１回以上記録を残

すこととなりました。これまでも確認していると思いますが、これを機に該当する法令の条

項までを各課で確認していただきたいと思います。 

なお、未実施の部署は年度末までに確実に実施するようお願いします。 

 

③  静岡県産業廃棄物の適正な処理に関する条例への対応について 

該当する課は２課あり、そのうちの１課はすでに実地確認を実施しており、残りの１課は

予算の都合上、現地写真やパンフレットを取り寄せ確認を行うとのことでした。この方法は、

県条例では認められていない方法であるため、次年度以降は現地確認を実施することを監査

で指導しました。 

マニフェストに加えて県条例で求められていることについて、今後、産業廃棄物を処理す

る際には注意するようお願いします。 

 

④  管理施設の状況把握体制の構築について 

今回の更新審査では、施設管理を担当する課が、それぞれの施設の状況を把握すべきであ

ると指摘があり、小中学校は教育総務課が幼稚園・保育園は幼保支援課が把握することとな

りました。 

監査では、監査員が両課に対して管理施設の状況について確認したところ、おおよそ把握

されていました。今後も引き続きエネルギー使用量や取組目標の進捗状況などを把握し、問

題の早期発見、そして異常があれば早急に対応できる体制を整えてもらえればと思います。 

 

平成 25 年 12 月 20 日 

内部環境監査委員長 坪池 洋 
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12 代表者の評価 

牧之原市はエコアクション 21 を始めて８年目になります。昨年３回目の更新

審査を終了しました。牧之原市では、合併した平成 17 年から地球温暖化防止に

積極的に取り組んでまいりましたが、その先駆けが市役所としてのエコアクシ

ョン 21 や自治体イニシアティブでした。「廃棄物排出量」「二酸化炭素排出量」

「総排水量」で始まった目標設定値に近年「グリーン購入」などが加わりまし

たが、当初の３項目は最もわかりやすい指標であり、市の行政改革のコスト削

減とも合致したものと言う意識で、職員の認識理解も進んできました。 

一方、東日本大震災における福島第一原発事故を契機に原子力発電が停止し、

エネルギー政策に大きな変化が起きています。牧之原市では、市議会が浜岡原

子力発電所について「安全が担保されなければ永久停止」と決議しました。何

よりも安全と安心が重要なキーワードとなっています。市では、この動きを受

けて、「高効率火力発電」「太陽光発電」「風力発電」「海洋エネルギー」「バイオ

マス利用」など、原発に代わる新エネルギーや再生エネルギーの可能性につい

て、市を挙げて研究に取り組んでおります。 

そうした中で昨年度より「廃棄物排出量」「二酸化炭素排出量」の項目が増加

してしまいましたが、平成 25 年度は 24 年度に以上の猛暑となったことに加え、

25 年度から消防本部がエコアクション対象施設として加わったことを鑑みる

と、昨年度以上にエコアクションの取り組みが実施できたものと考えています。 

市役所での省エネルギーなどへの取り組みは、既に浸透できている段階であ

り、今後は、エコアクションの取組の中で、環境基本計画などとリンクしなが

ら市民への意識啓発をすることが求められています。改めて、市が培ってきた

「男女協働サロン」などの「学び」と「気づき」の合意形成の場も活用してエ

ネルギー問題への意識付けを図ってまいります。 

 

平成 26 年７月 

牧之原市長 西 原 茂 樹 
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